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貸 借 対 照 表 
（平成２２年３月３１日現在） 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年以内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
事 業 構 造 改 善 引 当 金 
割 賦 利 益 繰 延 
そ の 他 

 
固 定 負 債  
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
長 期 未 払 金 
預 り 保 証 金 
繰 延 税 金 負 債 
利 息 返 還 損 失 引 当 金 

 

 
(１５６，５７９) 

７０３ 
１９，５６９ 
５４，９０３ 
５０，０８０ 

１８８ 
６８ 

４，０１５ 
３４５ 
３１１ 
２５ 

２２，０５０ 
４０７ 

１，４５６ 
１，０１４ 
１，３７２ 

６７ 
 

(１９３，７９３) 
１５５，４３５ 

１９９ 
７４ 

１，２０８ 
２７６ 

３６，６００ 
 

負 債 合 計 ３５０，３７３ 

（純資産の部） 
株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金  

 
( ６３，７４１) 

７０，０００ 
２６２ 
２６２ 

△６，５２０ 
△６，５２０ 
１７，５８３ 

△２４，１０４ 
(    １１６) 

１１６ 
 

（ 資 産 の 部 ） 
流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
未 収 収 益 
信 託 受 益 権 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
器 具 及 び 備 品 他 
土 地 
リ ー ス 資 産 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 前 払 費 用 
敷 金 及 び 保 証 金 
そ の 他 

 
 

 
 (３８１，１６６) 

１６，８３３ 
１３３，９１６ 
１９０，７９７ 
５４，９０３ 
６，８１７ 
８，２２０ 
４，５４０ 

△３４，８６３ 
 
 

( ３３，０６５) 
(  ６，１０８) 

２，１１６ 
４６９ 

３，２７１ 
２５１ 

 (  ７，８８４) 
７，８０４ 

８０ 
( １９，０７２) 

８９４ 
２４２ 
７２８ 

１７，０６０ 
１４７ 

 
 

純 資 産 合 計 ６３，８５８ 

資 産 合 計 ４１４，２３１ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ４１４，２３１ 
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損 益 計 算 書 

(
平成２１年４月  １日から

平成２２年３月３１日まで) 
 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 
包括信用購入あっせん収益 
個別信用購入あっせん収益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益  

 
１７，８２４ 
１，５６８ 
２，８９８ 

４１，１６３ 
９，１５２ 

９９ 
営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 
金 融 費 用 

支 払 利 息 
そ の 他 

 
 
 
 

５，３９７ 
３３８ 

７２，７０６ 
 

８９，８００ 
 
 

５，７３５ 
営 業 費 用 合 計  ９５，５３６ 

営 業 損 失 
営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用 

 ２２，８２９ 
６９６ 
１６ 

経 常 損 失 
特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 
敷 金 ・ 保 証 金 清 算 益 
そ の 他 

 
 

１，１４０ 
８ 

１５３ 

２２，１４８ 
 
 
 

１，３０２ 
特 別 損 失 

事 業 構 造 改 善 損 失 
事業構造改善引当金繰入額 
固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 
減 損 損 失 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
そ の 他 

 
３，７６６ 
１，０１４ 

２３１ 
２０４ 

２ 
１７ 

 
 
 
 
 
 

５，２３７ 
税 引 前 当 期 純 損 失 
法人税、住民税及び事業税 
過 年 度 法 人 税 等 
法 人 税 等 調 整 額 

 
３２ 

１６３ 
１，４７０ 

２６，０８３ 
 
 

１，６６６ 

当 期 純 損 失  ２７，７４９ 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

(
平成２１年４月  １日から

平成２２年３月３１日まで) 
（単位：百万円） 

 株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 

剰 余 金  資本金 資 本 

準 備 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 別途積立金

繰 越 

利 益 

剰 余 金 

利 益 

剰 余 金 

合 計 

株 主 

資 本 

合 計 

平成 21 年３月 31 日残高 70,000 262 262 17,583 3,645 21,229 91,491

事業年度中の変動額   

当期純損失  △27,749 △27,749 △27,749

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
  

事業年度中の変動額合計  △27,749 △27,749 △27,749

平成 22 年３月 31 日残高 70,000 262 262 17,583 △24,104 △6,520 63,741

 
評価・換算差額等 

 その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算

差 額 等

合 計

純資産合計

平成 21 年３月 31 日残高 △89 △89 91,401

事業年度中の変動額  

当期純損失  △27,749

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
206 206 206

事業年度中の変動額合計 206 206 △27,543

平成 22 年３月 31 日残高 116 116 63,858
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用賃貸資産については 

 (リース資産を除く) 定額法を採用しております。 

また、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

 

建物及び構築物 ２～62 年 

器具及び備品他 ２～20 年 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

 

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 割賦売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般営業債権につ

いては、貸倒実績率を勘案し、必要と認められる額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。 

 

(3) ポイント引当金 カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与

したポイント利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額

を計上しております。 

 

(4) 事業構造改善引当金 事業構造改革の実施に伴う損失に備えるため、当事業年度末において発

生が見込まれる額を計上しております。 

 

(5) 利息返還損失引当金 将来の利息返還金の発生に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ、

最近の返還状況等を勘案し、返還額を合理的に見積り計上しております。 
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４．収益の計上基準 期日到来基準に基づき、次の方法によっております。 

部 門 計 上 方 法 

包括信用購入あっせん 7・8 分法及び残債方式 

個別信用購入あっせん 7・8 分法 

信 用 保 証 主として残債方式 

融 資 主として残債方式 

（注）計上方法の内容は次の通りであります。 

7・8 分法 手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到来

のつど積数按分額を収益計上する方法。 

残債方式 元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済

期日の到来のつど手数料算出額を収益に計上する方法。 

 

なお、平成 21 年 12 月 1 日に「割賦販売法」が改正され、「総合あっせ

ん」は「包括信用購入あっせん」、「個品あっせん」は「個別信用購入あ

っせん」に用語の定義が変更されたため、部門名称等を変更しておりま

す。 

 

５．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「長期前

払費用」に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 
 

１．部門別割賦売掛金残高 

 部 門 別  期 末 残 高 

   百万円 

 包括信用購入あっせん  １１３，７２９ 

 個別信用購入あっせん  １２，２６０ 

 そ の 他  ７，９２６ 

 計  １３３，９１６ 

 

２．債権を流動化した残高 

 部 門 別  期 末 残 高 

   百万円 

 包括信用購入あっせん  ８，２６５ 

 個別信用購入あっせん  １，５９６ 

 融 資  ２０，８３４ 

 計  ３０，６９６ 

なお、債権流動化契約には、早期償還事由等の契約条項が付されており

ます。 

 

３．部門別割賦利益繰延残高 

 部 門 別  期 末 残 高  （うち加盟店手数料）

   百万円 百万円

 包括信用購入あっせん  ７８９  (   １５１)

 個別信用購入あっせん  ５０３  (    ４２)

 信 用 保 証  ７９  (     －)

 融 資  ０  (     －)

 計  １，３７２  (   １９４)
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４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

割 賦 売 掛 金 ５０，９００百万円 

営 業 貸 付 金 ９８，０３５百万円 

建 物 １，７６５百万円 

土 地 ２，０８９百万円 

計 １５２，７９１百万円 

(2) 担保に係る債務 

短 期 借 入 金 ５０，０８０百万円 

長 期 借 入 金 ７５，４９７百万円 

計 １２５，５７７百万円 

 

５．有形固定資産の減価償却累計額 １１，８９８百万円 

 

 

６．保証債務 (1) 親会社であります「アイフル株式会社」について、事業再生計画並びに

債権者間協定書に基づき、同社の協定債権者（金融機関等）に対する相

互連帯保証を行っております。 

債 務 保 証 残 高 １８８，６９６百万円 

(2) 子会社であります「すみしんライフカード株式会社」について、クレジ

ットカード決済業務等に係る債務保証を行っております。 

債 務 保 証 残 高 ４７０百万円 

 

 

 

 

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短 期 金 銭 債 権 ４９６百万円 

長 期 金 銭 債 権 ２，１６７百万円 

短 期 金 銭 債 務 ６２０百万円 

長 期 金 銭 債 務 ７２，０００百万円 

 

８．取締役に対する金銭債務 

短 期 金 銭 債 務 ２２百万円 

長 期 金 銭 債 務 ７３百万円 

 

 

３．損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 営業取引高 

営 業 収 益 ２８５百万円 

営 業 費 用 ２，８３１百万円 

 

営業取引以外の取引高 ５百万円 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 
 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普 通 株 式 １，４００，０６８ － － １，４００，０６８
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５．税効果会計に関する注記 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(単位：百万円) 

繰延税金資産（流動） 

貸倒償却 ９，８００ 

貸倒引当金 ５，６５３ 

事業構造改善引当金 ４１４ 

その他    １，４８７

繰延税金資産小計 １７，３５６ 

評価性引当額  △１７，３５６

繰延税金資産合計 － 

 

繰延税金資産（固定） 

繰越欠損金 ５，１５２ 

ソフトウェア償却 ５３９ 

利息返還損失引当金 １４，９６９ 

その他    １，１０８

繰延税金資産小計 ２１，７６９ 

評価性引当額  △２１，７６９

繰延税金資産合計 － 

 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 ７６ 

長期債権に係る為替差益      ２００ 

繰延税金負債合計 ２７６ 

 
 
６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 

リース契約により使用する重要な固定資産 

システム機器および、事務用機器一式を所有権移転外ファイナンス・リース契

約により使用しております。 

 

 

７．金融商品に関する注記 
 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社は、事業計画に照らして、必要な資金を親会社及び金融機関等より調達しております。なお、一時的な余資は

主に流動性の高い金融資産で運用しております。また、デリバティブ取引は、金利変動リスクを回避するために利用

しておりますが、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である割賦売掛金及び営業貸付金等は、顧客の契約不履行等の信用リスクに晒されております。また、投

資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式を保有するものであり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

 営業債務である支払手形、買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

 借入金は、主に運転資金に係る資金調達であり、このうち一部は、金利変動リスクに晒されております。 

 デリバティブ取引の内容は、借入金に係る金利変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引でありま

す。 
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

 割賦売掛金及び営業貸付金等に係る顧客の信用リスクは、当社の与信決裁運用規定に従いリスク低減を図っており

ます。 

 また、投資有価証券は主に株式であり、発行体の信用リスクは、当社の有価証券取扱規定に従い、信用情報や時価

の把握を定期的に行うとともに、適宜必要な減損処理等を実施しております。 

 借入金は主に運転資金を目的としたものであり、金利変動リスクに晒されていますが、一部の借入金については金

利スワップ取引を利用し金利変動リスクの低減を図っております。 

 なお、金利スワップ取引については、当社のデリバティブ取引管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしており

ます。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成 22 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 

(2) 割賦売掛金 

割賦利益繰延    （※１） 

貸倒引当金     （※２） 

１６，８３３

１３３，９１６

△１，０９８

△１１，０７６

１６，８３３ 

 

 

 

－

 １２１，７４１ １２５，８３５ ４，０９３

(3) 営業貸付金 

貸倒引当金     （※２） 

１９０，７９７

△２１，６５５

 

 

             （※３） １６９，１４２ １８３，９９２ １４，８４９

(4) 信託受益権 

(5) 投資有価証券 

上場株式 

(6) 敷金及び保証金 

８，２２０

８２４

１７，０６０

７，９８８ 

 

８２４ 

１６，７５５ 

△２３１

－

△３０４

  資産計 ３３３，８２２ ３５２，２２９ １８，４０７

(1) 支払手形 

(2) 買掛金 

(3) 短期借入金 

(4) 預り金 

７０３

１９，５６９

５０，０８０

２２，０５０

７０３ 

１９，５６９ 

５０，０８０ 

２２，０５０ 

－

－

－

－

  負債計 ９２，４０３ ９２，４０３ －

デリバティブ取引 △１ △１ －

（※１）割賦売掛金に係る割賦利益繰延を控除しております。 

（※２）割賦売掛金及び営業貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。 

（※３）営業貸付金には、貸倒引当金のほか、利息返還請求に伴う元金損失に備えるため、別途利息返還損失引当金

を計上しております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

（資産） 

(1) 現金及び預金 

 預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(2) 割賦売掛金 

 割賦売掛金のうち包括信用購入あっせんは、翌月一回払いの取引が大半であり、時価は帳簿価額に近似

していることから、当該帳簿価額によっております。 

 また、個別信用購入あっせん等の時価は、回収可能性を反映した元本及び手数料の受取見込額から回収

費用見込額を控除した額を、残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。 

(3) 営業貸付金 

 営業貸付金の時価は、回収可能性を反映した元利金の受取見込額から回収費用見込額を控除した額を、

残存期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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(4) 信託受益権 

 信託受益権は現金留保金であり、その時価は、優先受益権の償還予定期間に対応する安全性の高い利率

で割り引いた現在価値により算定しております。 

(5) 投資有価証券 

 上場株式の時価は、市場価格等によっております。 

(6) 敷金及び保証金 

 敷金及び保証金の時価は、返還予定期間に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定

しております。 

 

（負債） 

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4) 預り金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（百万円）

(1) 投資有価証券 

非上場株式 （※１）

(2) 長期借入金 （※２）

 

７０ 

１５５，４３５ 

（※１）  市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（5） 投資有価証券」

には含めておりません。 

 なお、当事業年度において、非上場株式について２百万円の減損処理を行っております。 

（※２）  当社及び当社を含むアイフルグループは、平成 21 年 12 月 24 日、産業活力の再生及び産業活動の

革新に関する特別措置法所定の特定認証紛争解決手続（事業再生ＡＤＲ手続）が成立し、協定債権

者より金融支援を受けております。金融支援においては長期借入金 83,435 百万円の返済がリスケジ

ュールされており、平成 26 年６月 10 日まで毎年所定額の返済を行い、期間後の残存債務について

は、平成 26 年７月 10 日までにリファイナンスを受けるか、または同日以降の返済方法について協

定債権者と協議を行う予定としております。これらの状況により、将来キャッシュ・フローを見積

ることが極めて困難と認められることから、時価の開示は行っておりません。 

 また、長期借入金には、アイフル株式会社からの借入金 72,000 百万円が含まれておりますが、極

度方式の契約に基づく借入れのため、将来キャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認めら

れることから、時価の開示は行っておりません。 

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定 

 1 年以内 

（百万円） 

1 年超５年以内 

（百万円） 

５年超 

（百万円） 

現金及び預金 

割賦売掛金 

営業貸付金 

信託受益権 

１６，８３３

１２０，５５７

１０７，５４９

６，５２０

－ 

９，７２７ 

７９，０２１ 

１，７００ 

－

３，６３１

４，２２６

－

計 ２５１，４６０ ９０，４４９ ７，８５７

 

４． 長期借入金の決算日後の返済予定 

 長期借入金の返済予定は、「２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品」の（※２）に

記載の通り決定しておりません。 

 

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 平成 20 年３月 10 日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 平成 20 年３月 10 日）を適用しております。 
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８．賃貸等不動産に関する注記 
 総資産に占める有形固定資産の割合に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

９．持分法損益等に関する注記 
 

１．開示対象特別目的会社の概要 

 当社は、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、割賦売掛金、営業貸付金を裏付け

とした信託受益権の流動化を実施しております。当該流動化にあたり、特別目的会社を利用しておりますが、これらに

は資産流動化法上の特別目的会社等があります。当該流動化において、当社は、まず割賦売掛金、営業貸付金に対して

それぞれ信託資産の設定を行ったのち、優先部分と劣後部分等の異なる受益権に分割します。その後、優先受益権のう

ち、売主持分を除いた部分を特別目的会社に譲渡し、譲渡した優先受益権を裏付けとして特別目的会社が社債の発行に

よって調達した資金を、売却代金として受領します。 

 さらに、当社は、回収サービス業務を行い、また、信託資産における劣後受益権等を保有しています。なお、回収不

足となった信託資産に対しては、貸倒引当金を設定しております。 

 流動化の結果、当事業年度末において、取引残高のある特別目的会社は５社あり、当該特別目的会社の直近の決算日

における資産総額（単純合算）は、63,849 百万円、負債総額（単純合算）は 63,827 百万円であります。なお、いずれ

の特別目的会社についても、当社は議決権のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。 

 

２．特別目的会社との取引金額等 

 該当事項はありません。 

 

 

10．関連当事者との取引に関する注記 
 

親会社 

種 類 会社名 

議決権等の 

所有(被所有) 

割 合 

関連当事者との関係 取引内容 
取引金額 

(百万円) 
科 目

期末残高 

(百万円) 

資金の借入 560,000 
長 期 

借入金 
72,000

資金の返済 585,000 － －

利息の支払 2,246 － －

債務保証 188,696 － －

親会社 
アイフル 

株式会社 

(被所有) 

直接 95.9% 

ＡＴＭ利用提携 

ローン業務提携 

役員の兼任 

資金

取引

被債務保証 83,435 － －

（注）１． アイフル株式会社からの資金の借入については無担保であり、金利は市場金利等を勘案して合理的に決定して

おります。なお、当社と同社は、総額 200,000 百万円を借入枠とするコミットメントラインに関する契約を締

結しております。 

２． 取引内容に記載の債務保証、被債務保証は事業再生計画において、債務の相互連帯保証を行ったものでありま

す。 

 

11．１株当たり情報に関する注記 
 

１．１株当たり純資産額 ４５，６１０円８３銭 

 

２．１株当たり当期純損失 １９，８２０円４６銭 

 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 

 


